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駐日大使クローデルとフランスの極東政策

篠 永 宣 孝

は じ め に

ポール・クローデル（Paul Claudel）［1868-

1955］は，19世紀後半のフランスで，ボードレ

ールに始まり，ヴェルレーヌ，ランボー，マラル

メへと展開した近代西欧最大の詩革命といえる象

徴主義を継承した代表的詩人の一人であり，フラ

ンス大使として日本滞在中に代表作『繻子の靴』

を完成させて特異な才能を発揮した劇作家として

もよく知られている。だが，クローデルはもとも

と有能な職業外交官であり，1890年のフランス

外務省入省以来ブリュッセル駐在大使を最後に引

退するまで，外交官として実に45年間の経歴を

全うしたのである。1893年から２年間のアメリ

カ勤務（ニューヨーク，ボストン）を皮切りに，

14年間［1895～1909年］の中国勤務（上海，福

州，漢 口，北 京，天 津），そ し て プ ラ ハ

［1910～11年］，フランクフルト［1911～13年］，

ハンブルク［1913～14年］，ローマ［1915～16

年］，リオデジャネイロ［1917～18年］，コペン

ハーゲン［1919～21年］，東京［1921～25年，

1926～27年］，ワシントン［1927～33年］，ブリ

ュッセル［1933～35年］とほぼ一貫して海外勤

務を続けて，外交官としては最高位の大使の地位

にまで上り詰めたのであった。

本稿では，この多面的で多才な才能を発揮した

クローデルの最も脂の乗り切った時期である駐日

大使時代を対象に，主として仏外交文書に基づき

フランスの極東政策とクローデルの対日外交・政

策を分析することによって，外交官としてのクロ

ーデルの活動に照明を当ててみることにする⑴。

1. ポール・クローデルと

フィリップ・ベルトロ

クローデルと略同年代のフィリップ・ベルトロ

（Philippe Berthelot）［２歳年長］は，常にフラ

ンス外務省［ケ・ドルセ］の中枢にあって――外

交官として１度も海外赴任の経験がない――，生

涯の友人クローデルの「保護者（protecteur）」，

「後盾（bouclier）」，「助言者（mentor）」として，

外交官クローデルに大きな影響を与えたことはよ

く知られている⑵。フランス外務省の「影の実力

者（ｌ’eminence grise）」となったベルトロは，

クローデルの外交官としての能力を高く評価して

いたからばかりでなく，自分自身も文学青年であ

ったことに由来する文学者好みの趣味もあって⑶，

ネポティスム（nepotisme）［依 贔屓］とも見

做されかねない特別な愛顧をクローデルに示した

のであった。

フィリップ・ベルトロは，世界的に高名な大化

学者，コレージュ・ド・フランス教授，終身上院

議員［ゴブレ（Goblet）内閣の教育相，ブルジ

ョワ（Bourgeois）内閣の外相］マルスラン

（Marcelin）［1827-1907］と，著名な時計製造業

者ルイ・ブレゲ（Louis Breguet）［1804-83］の

姪 に あ た る ソ フ ィ ー・ニ オ デ（S o p h i e
 

Niaudet）［1837-1907］――著名な飛行家ルイ・

ブレゲ［1888-1955］の叔母――の三男として⑷，

1868年10月９日セーブルに誕生した。ルナン

（R e n a n），テ ー ヌ（T a i n e），ア レ ヴ ィ

（Halevy），エレデイア（Jose Maria de Here-
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dia），ルコント・ド・リール（Leconte de
 

Lisle），オ ー ギ ュ ス ト・ロ ダ ン（Auguste
 

Rodin），クロード・ベルナール（Claude Ber-

nard），ミッシェル・ブレアル（Michel Breal）

など著名な文学者・詩人・芸術家・言語学者・哲

学者・医学者・科学者たちがベルトロ家のサロン

に集う，正に「知性の貴族（ｌ’aristocratie de
 

l’intelligence）」，「共和主義貴族（l’aristocratie
 

republicaine）」と呼ばれうる環境の中で育った

フィリップは，兄ダニエル（Daniel），ジョルジ

ュ・ユゴー（Georges Hugo）［ヴィクトル・ユ

ゴー（Victor Hugo）の孫］，レオン・ドーデ

（Leon Daudet）［アルフォンス・ドーデ（Al-

phonse Daudet）の子息］，ジャン・バティス

ト・シャルコー（Jean Baptiste Charcot）［神経

学，病理学者ジャン・シャルコー（Jean Char-

cot）の 子 息］，オ ー ギ ュ ス ト・ブ レ ア ル

（Auguste Breal）［ミッシェルの子息］などの学

友・仲間と共に，いわば「共和国の王子世代のリ

ーダー」であった。間もなくフィリップは詩や文

学に熱中し，とりわけユゴー，ボードレール，ル

コント・ド・リール，エレディア，マラルメ，ジ

ャン・モレアス（Jean Moreas），ルイ・メナー

ル（Louis Menard）⑸などに興味を持ち，モー

リス・バレス（Maurice Barres）［作家，政治

家］，アルフレッド・フーシェ（Alfred Fou-

cher）［インド学者，ソルボンヌ大教授］，レオ

ン・ブルム（Leon Blum），アンドレ・シュヴリ

ヨン（AndreChevrillon）［テーヌの甥］，エレミ

ール・ブルジュ（Elemir Bourges）［小説家］な

どと友誼を結んだ⑹。

フ ィ リ ッ プ は，伯 父 グ ル ニ エ（Leonce
 

Grenier）が校長を務める名門アンリ４世高校卒

業後，２度の外交官試験に失敗したけれども，

1889年２月にゴブレ外相のお陰で――「裏口か

ら（par la petite porte）」――リスボン領事館書

記見習として外交官の道に入ることができた――

ちなみに，クローデルは，ベルトロと同じような

文学愛好・遍歴を経た後，90年２月に外交官試

験を首席で合格して，商務局にアタッシェとして

配属された。95年11月に父マルスランは外相と

なったとき，フィリップを大臣官房付に抜擢し，

翌年には早くも彼を領事職から外交職に移し

た。フィリップは，次のアノトー（G.Hanotaux）

外相［1896～98年］以後も大臣官房に留まり続

け，1902年９月からは極東使節（mission en
 

Extreme-Orient）として派遣され，外務省でも

前例のない２年間にも亘って中国を始めとして日

本，朝鮮などを調査旅行した。ベルトロとクロー

デルの「刎頸の交わり」は，フィリップが1903

年１月30日にユエの友人，インドシナ総督官房

長アルドゥアン（Hardouin）宅でインドシナ視

察旅行中の福州領事クローデルと出会い，同年７

月には福州に渡って領事宅で２週間一緒に過ごし

たことから始まった⑺。この長期のアジア旅行か

ら帰還すると，ベルトロは外務本省でアジア事情

に最も精通した人物として次第に頭角を現し，

「周知のアジア事情に関するケ・ドルセの偏愛

（predilection）」⑻がもたらされることになった。

比類なき知性と記憶力に恵まれたベルトロが外

務本省で中枢的地歩を占め支配的な影響力を及ぼ

し始めるのは，1905年６月に首相兼外相モーリ

ス・ルーヴィエ（Maurice Rouvier）の副官房長

に任命されたときからであった。1906年１～４

月のアルへシラス会議で，ベルトロは交渉を成功

に導く決定的な役割を果たした。ピション（S.

Pichon）が外相のときに，ベルトロの主導で外

務省の大幅な組織改革が行われ――政務局と商務

局を統合した政商務局の新設など――，1907年

５月にベルトロは自ら新設したアジア課の課長に

就任した。ベルトロのその後の昇進は目覚しく，

11年２月に全権大使，13年３月に人事・官房長

代表，同年12月に臨時政商務局次長，14年３月

に政商務局次長を歴任した。第１次大戦直前から

戦時中，そして戦後の講和会議にかけてベルトロ

は外務本省で指導的な役割を果たし，19年頃に

は病身の外相ピションをさしおいて「本当の外相

はベルトロである」⑼とまで評されるに至った。

20年９月にパレオログ（Maurice Paleologue）

の後を襲って事務総長（secretaire general）

――20年１月に新設されたフランス外務省の事

実上の統率者――の地位に就任すると，ベルトロ

は，22～25年の休職期間を除いて ，33年２月

の引退のときまで――以後はベルトロが推挙した

Ａ.レジェが事務総長［1933～40年］としてベル

トロ路線を継承した――，名実共にフランス外交

の中心的人物・指導者，「ケ・ドル セ の 人

（l’homme du Quai d’Orsay）」となった。そうし
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て，ベルトロは，25年から７年間［1932年１月

まで］にも亘って外相の地位を維持し続けたブリ

アン（Aristide Briand）――戦後対独強硬論と

対決して対独協調・国際協調主義を唱えて平和外

交を推進し，ロカルノ条約，ドイツ国際連盟加盟，

ケロッグ=ブリアン条約（パリ不戦条約）などを

実現――とコンビを組んで緊密な協力関係を維持

しつつ，30年代初頭に至るまでフランス外交を

主導したのであった 。

かくして，1903年にベルトロとインドシナで

出会い意気投合して以来無二の親友となったクロ

ーデルは，ベルトロらの庇護のお陰でヴェッチ

（Vetch）夫人とのスキャンダル――クローデル

の人生最大の危機――を乗り越え，21年からは

駐日フランス大使として，戦間期フランス外交の

主軸（基本政策）となったブリアン=ベルトロ路

線の日本での体現者となるのである。

2. フランスの極東政策の転換

――中国重視政策から日本重視政策へ

2.1. フランスの対中国政策の展開

フランスのアジアに対する特別の関心は，1840

年に勃発したアヘン戦争によって喚起された 。

イギリスの勝利は中国におけるイギリスの政治的

経済的優位の拡大と強化をもたらした。同時にこ

の事件は，「商業の黄金郷（Eldorade commer-

cial）」あるいは「世界の経済活動の新天地」と

呼ばしめる厖大な中国市場の存在をフランス人に

認識させる契機となった 。フランス政府は，43

年に中国貿易の可能性を調査研究する目的で，外

交官ラグルネ（Theodose de Lagrene）率いる通

商使節（４名の仏工業会代表を同伴）を中国に派

遣し，翌44年には南京条約とほぼ同じ内容の黄

条約（修好通商条約）を結んで中国との外交関

係を樹立した。フランスの中国市場接近の第２段

階は，56年に勃発したアロー戦争への英仏共同

出兵で始まり，天津条約［1858年］・北京条約

［1860年］の締結によって，中国の開国と欧米列

強への従属が一層強化された。この派兵を機に，

フランスは日本など他のアジア諸国にも開国・通

商を迫る一方――58年に日仏は修好通商条約

（安政の５カ国条約）を締結して外交関係が樹立

された――，アジアでの軍事拠点を求めてインド

シナへの進出を開始した――第１次仏安戦争

［1858～62年］，第１次サイゴン条約［1862年］，

カンボジア保護国化［1863年］，コーチシナ領有

［1867年］，第２次サイゴン条約［1874年］。

フランスによる中国市場接近のさらなる強い誘

引はリヨンの絹飢饉からやって来た。1849～51

年からフランス養蚕業は微粒子病（pebrine）な

どの蚕病に襲われて壊滅的な打撃を被り，繭生産

高は56年以降激減した。64年までにその被害が

ヨーロッパ・バルカン諸国からトルコ・中東にま

で及ぶに至り，フランス（リヨン）絹工業界は遙

か極東にまでその供給を仰がねばならなくなった。

かくして，フランス絹織物業中心地リヨンの商人

たちの極東・中国市場進出がにわかに活発化した。

フランス政府もフランス・極東間の定期便就航の

ため帝国郵船会社［後のフランス郵船会社

（Messageries maritimes）］に財政援助を与え，

この航路に沿ってパリ割引銀行（Comptoir d’es-

compte de Paris）が海外支店網を拡充するのを

支援した――60年に上海，カルカッタ，61年に

マドラス，ボンベイ，ポンディシェリー，62年

に香港，サイゴン，67年に横浜，ロンドン，69

年にアレクサンドリアに支店開設――。こうした

ナポレオン３世政府の対アジア積極政策とリヨン

絹商人たちの精力的な活動のお陰で，フランスは，

中国産生糸輸入において75～76年よりイギリス

をも凌駕して世界最大の輸入国――リヨンが世界

一の絹集散地――となったのである。フランス養

蚕業は50年代以後も容易に回復しなかったので，

フランス第一の輸出産業であった絹織物業にとっ

て，中国生糸の調達は正に死活問題――フランス

の日本産生糸輸入が重要になってくるのは

1880～90年代以降――だったのである。

仏領コーチシナが実現すると，フランスの関心

はトンキンを経由して中国内陸市場（四川省は生

糸産地）に到達する交易ルートの探索に向かった。

間もなく，デュピュイ・グループ（le groupe
 

Dupuis）の暗躍から「トンキン問題」が発生し，

1882年フランスはトンキンに派兵してトンキン

を保護下に置いた（ユエ条約）。これに対し中国

（清）はヴェトナムの宗主権を主張して清仏戦争

が勃発し，天津条約［1885年］でヴェトナムの

フランス保護国化が承認された。その間フランス
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国内で，74年以来進行していた大不況は，82年

の金融恐慌で拍車をかけられ，84～85年に最悪

の状況に陥った。この経済（金融・冶金）恐慌で

打撃を受けたフランス第一級の鉄鋼・冶金・造

船・機械・軍需産業企業は，86年以降パリの大

銀行の支援を得て，商品の販路や海外での新事業

を求めて中国市場に殺到したのであった。すなわ

ち，スベイラン男爵（baron de Soubeyran）率

いる割引銀行（Banque d’Escompte）の賛助を

得たサンテチェンヌ商業会議所は，経済危機で麻

痺したサンテチェンヌ・リヨン地方の第一級の製

鉄・冶金・金属・機械工業企業を多数糾合して

「極東シンジケート（Syndicat  français de
 

l’Extreme-Orient）」を組織し，アジア・極東で

の公共土木事業や製品・資材の受注を目指した。

また，フランス４大銀行の１つパリ割引銀行

(CEP)のイニシアティブの下に，全国的規模の

「フランス工業中国使節シンジケート（Syndicat
 

de la mission de l’Industrie française en Chine）」

が組織され，中国での事業や製品・資材の受注を

目的にテブネ（J. Thevenet）率いる使節団を中

国に派遣した。これに対抗して，フランス最大の

鉄鋼・機械・武器製造会社シュネデール（クルゾ

ー）社（Schneider et Cie）［Creusot］も海軍技

師フリシュ（Fliche）を天津に派遣し，事業や販

路の獲得を目指したのであった。

1895～97年には，リヨン商業会議所のイニシ

アティブにより，中国通の元蒙自領事（休職中）

エミール・ロシェ（Emile Rocher）を団長とし，

リヨン，マルセイユ，ボルドー，リール，ルーベ，

ロアンヌの各商業会議所代表で構成された大使節

団（Mission lyonnaise）が西南中国（雲南・四

川・貴州・広西）に派遣された。このリヨン調査

団の目的は，特にトンキン，雲南，四川地方の経

済・商業・鉱物資源を調査し，雲南・四川地方の

物産をトンキン（仏植民地）に引き寄せるルート

を探索して，新たなフランス製品の販路を開拓す

るというものであった。これと並行して，フラン

ス――インドシナ総督ポール・ドゥメール

（Paul Doumer）――は，インドシナから中国内

陸市場への侵入を目指した雲南鉄道の建設の準備

を開始していたのである 。

その間，日本も列強諸国に遅れまいと朝鮮半島

への進出・植民地化を推し進めていた。1894年

には清の朝鮮派兵を機に日清戦争が勃発した。こ

の戦争は清国内状況と極東の国際情勢を根本的に

変化させた。清朝の明白な脆弱さを目にした列強

は，獅子の分け前に与るべく中国への侵入を加速

化した。この利権争奪戦で同盟国ロシアと共に先

陣争いをしていたフランスは，国内の豊かな資本

蓄積を背景に，日本への賠償金支払いのための中

国賠償借款，義和団賠償金，鉄道借款などでも中

心的な役割を果たした。20世紀に入ると，フラ

ンスを先頭に列強諸国は鉄道敷設によって中国内

陸部に進入して勢力の扶植を図るようになり（勢

力圏の設定），中国は正に列強によって分割（瓜

分）されてゆくのである。1910年には，中国財

政（借款）をコントロールすることを目的に英米

独仏の四国借款団が結成され，12年に日本はロ

シアと共にこの国際借款団への参加が認められ

（六国借款団の成立），中国の半植民地化深化の一

端を担うようになっていったのである 。

かくて，20世紀初めには日本は列強に伍して

中国分割の一角を占めるようになったとはいえ，

フランスの極東政策（アジア進出）の第一の目的

は常に中国にあったのであり，フランスは19世

紀中葉以来中国において多大な政治的経済的商業

的利益を築き上げてきたのである。フランス外交

における中国への強い関心，アジアにおける中国

重視の傾向は，P.ベルトロの帰還（極東使節）

を待つまでもなく，ケ・ドルセの人事，外交官ポ

ストにおいても明瞭に見て取れる。すなわち，

1895～1914年において（表１，表２参照），オー

ギュスト・ジェラール（Auguste Gerard）――

初代駐日大使［1906～1913年］，極東問題の第一

人者――，ステファン・ピション（Stephen Pi-

chon）―― 外 相［1906～11年，1913年，

1917～20年］――，ポール・ボー（Paul Beau）

――インドシナ総督［1902～08年］――，エド

モン・バプスト（Edmond Bapst）――駐日大使

［1919～21年］――，ピエール・ド・マルジュリ

ー（Pierre de Margerie），アレクサンドル・コ

ンティ（Alexandre Conty）など世界の情勢に通

暁した重要人物が，北京公使ならびに外務本省の

最重要ポスト（政務局長，商務局長，政商務局長，

政商務局次長）に相次いで任命されていたからで

ある――これらのポストを歴任するのが，いわば，

フランス外務省でのエリート・コースの観を呈す
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表１ フランス外務省の主要官職・北京公使(1895～1906年)

官職

年号
外務大臣 政務局長 商務局長 極東課長 北京公使

1895 Hanotaux
 

M.Berthelot
 

A.Nisard  Bompard  Jusserand  A.Gerard

1896 Berthelot/Bourgeois
 

Hanotaux
 

A.Nisard  Bompard  Jusserand  A.Gerard

1897 Hanotaux  A.Nisard  Bompard  Jusserand  A.Gerard
 

S.Pichon

1898 Hanotaux
 

Delcasse

A.Nisard  Bompard  Jusserand  S.Pichon

1899 Delcasse G.Raindre  Bompard  A.Dumaine  S.Pichon

1900 Delcasse G.Raindre  Bompard  A.Dumaine  S.Pichon

1901 Delcasse G.Raindre  Bompard  A.Dumaine  P.Beau

1902 Delcasse G.Raindre
 

G.Cogordan
 

Bompard
 

G.Louis
 

A.Dumaine  P.Beau
 

Dubail

1903 Delcasse G.Cogordan  G.Louis  A.Dumaine  Dubail

1904 Delcasse G.Cogordan
 

G.Louis
 

G.Louis
 

A.Henry
 

A.Dumaine
 

Soulange-Bodin
 

Dubail
 

Dubail

1905 Delcasse

Rouvier
 

G.Louis  A.Henry  Soulange-Bodin  Dubail

1906 Rouvier/Bourgeois
 

S.Pichon
 

G.Louis  A.Henry  Soulange-Bodin  E.Bapst

 

Source：Annuaire diplomatique et consulaire(Ministere des Affaires Etrangeres)；Nicole Bensacq-Tixier,Dictionnaire
 

du corps diplomatique et consulaire français en Chine (1840-1911),Paris (Les Indes savantes),2003.

表２ フランス外務省の主要官職・北京公使(1907～14年)

官職

年号
外務大臣 政商務局長 政商務局次長 アジア課長 北京公使

1907 S.Pichon  G.Louis － P.Berthelot  E.Bapst

1908 S.Pichon  G.Louis － P.Berthelot  E.Bapst

1909 S.Pichon  G.Louis
 

E.Bapst
 

E.Bapst
 

A.Conty
 

P.Berthelot
 

P.Berthelot
 

Margerie
 

Margerie

1910 S.Pichon  E.Bapst  A.Conty  P.Berthelot  Margerie

1911 Pichon/Cruppi
 

Selves
 

E.Bapst  A.Conty  P.Berthelot  Margerie

1912 Poincare Paleologue  A.Conty
 

Margerie
 

P.Berthelot  Margerie
 

A.Conty

1913 Jonnart
 

S.Pichon
 

Paleologue  Margerie  P.Berthelot  A.Conty

1914 Doumergue
 

Viviani/Delcasse

Margerie  P.Berthelot  E.Gout  A.Conty

 

Source：Annuaire diplomatique et consulaire (Ministere des Affaires Etrangeres)；Nicole Bensacq-Tixier,

Dictionnaire du corps diplomatique et consulaire français en Chine(1840-1911),Paris(Les Indes savantes),2003.



るようになっていた 。また，中国におけるフラ

ンス公使館・領事館の数（ポスト）も，1860～80

年代に7,80年代末に10,95年に15,1906年以降

は23ポストと激増し，フランス外務省に所蔵さ

れている中国関連アルシーヴ（Archives）の厖

大さ――日本関連アルシーヴと比べても数十倍の

規模――でも群を抜いているのである。

2.2. 日仏関係の進展

フランスの極東政策が以上のような中国重点政

策から日本重点政策に変わり始めるのは，日本が

「眠れる獅子」清に勝利したときからであった。

日本政府による1858年（安政５カ国条約）以来

の「不平等条約」解消（条約改正）の努力がよう

やく実を結び始め――94年の日英通商条約――，

96年８月には日仏通商航海条約（陸奥条約）が

締結された。次いで，日露戦争でフランスの同盟

国の大国ロシアを破ったことが，日本の国際的地

位をさらに高めることになった。

日本政府は，日露戦争中の1904年５月及び11

月の２回に亘りロンドンとニューヨークで発行さ

れた2200万ポンドの６分利付英貨公債を返済す

るために，1907年３月に５分利付英貨公債

（2300万ポンド）をロンドンとパリで発行するこ

とに成功した――パリでは５分利付公債３億フラ

ンを発行（1922年３月以降25年間で返済され

る）。この借款交渉が日仏協約・日露協約交渉の

発端となった。かくて，1907年６月10日に日仏

協約 が結ばれ，これが橋渡しとなって同年７月

に日露協約，同年８月に英露協約がそれぞれ締結

された。この３協約の締結――中国の独立と保全，

現状維持，待遇の平等を認めることが主な目的

――によって，従来からの仏露同盟［1891年］，

日英同盟［1902年］，英仏協商［1904年］と一体

となり，欧州における仏・英・露の三国協商，極

東における日・英・仏・露の４カ国協商が成立し，

欧州と極東における４カ国間の外交的軍事的協力

関係が一層強化されることとなった――これは結

局日本を第１次世界大戦に巻き込むことになる。

日本は1906年から，フランスは1907年から，

それぞれパリと東京の公使館が大使館に昇格する

とともに ，日仏協約は両国の友好関係を一層深

め，日仏関係の新時代を画することになった。協

約成立の２ヵ月後，フランス第１の事業銀行パリ

バ（Paribas,Banque de Paris et des Pays-Bas）

がオーラス・フィナリ（Horace Finaly）［パリ

バ副支配人］を団長とする金融財政調査団を日本

に派遣し，両国経済関係の強化策を検討した 。

1907年から13年まで日本に対してフランス金融

市場が全面的に開放され，12年には，フランス

資本の日本導入を主な目的として，フランス４大

銀行の１つソシエテ・ジェネラル（Societe

Generale），パリバ，日本興業銀行などの協力に

よって日仏銀行（Banque Franco-Japonaise）が

設立され ，日本によるフランス市場での起債総

額は実に20億フランにも達したのである。11年

８月19日には日仏通商航海条約（小村改正条約）

が締結され，日仏両国間に最恵国待遇――ただし，

日本にとって最も利害が絡むインドシナは条約適

用範囲から除外されていた――が取り交わされた。

また，日仏協約はフランスにとっても日本以上に

重要な役割があった。日仏協約はそれ以後，フラ

ンスの対日政策の中核をなすようになったからで

ある。第１次世界大戦が勃発すると，フランスは，

日本に欧州出兵を促す目的で日仏協約を日仏（軍

事）同盟の地位まで高めようと再三試みたのであ

り――結局18年７月の日本軍のシベリア出兵に

帰結する――，25年に至るまでその努力を断念

しなかったからである 。

第１次世界大戦は，フランスばかりでなく日本

の内外事情，国際関係を一変させた。日本は，大

戦の勃発に乗じてドイツ領南洋群島や青島を奪い，

欧州出兵を望むフランスの要請を退けて，1915

年１月18日中国政府に「21カ条要求」を突きつ

けた。17～18年には西原借款を供与して，中国

への帝国主義政策を強引に推し進めた。さらに，

第１次大戦は日本経済史上の一大転機をもたらし

た。大戦勃発以来日本は空前の輸出ブームに沸き，

大幅な出超となった。輸出超過額は，15年には

１億7586万円，16年には３億7104万円，17年

には５億6719万円と激増し，14年８月から18

年12月までの外貨受取超過額は，総計27億円

（輸出超過分14億円，貿易外収支受取超過分13

億円）にも上った。この結果，日本は同盟国のイ

ギリス，フランス，ロシアの公債――大部分は武

器など軍需品輸出にからむもの――を大量に引き

受ける事態となり，それは16年から18年の３年

間に総額６億2791万円にも達した。フランスに
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対しては，17年３～10月に2624万2000円の仏

国円建大蔵省証券（1918年10月償還），17年７

月７日に5000万円の第１次仏国円建国庫債券

（償還期日は1920年７月15日），18年11月26

日に5000万円の第２次仏国円建国庫債券（償還

期日は1920年11月25日）の合計１億2624万

2000円の公債を引き受けた。この外にも日本で

売却された長期債があり，フランス国防公債（永

久債）の発売額は11億1083万円，ロシア公債

（期間10年）は1589万円にも上った。かくて，

第１次大戦前に約19億円の対外債務を抱えてい

た債務国日本は，大戦期間中一挙に債権国に――

フランスに対しても――転換したのであった 。

こうして，辛亥革命以後，第１次大戦にかけて

帝国主義列強に伍して次第に中国での金融的経済

的利害や影響力を拡大してきた日本は，戦時中に

対日債務国となったフランスにとって，アジア・

太平洋で最も重要な「同盟国」としての地位を獲

得してきたのである。

3. 駐日大使クローデルと対日外交

1921年１月に始まる第７次ブリアン内閣にと

って，同時期のクローデル駐日大使任命は，ワシ

ントンで戦後の極東新秩序形成のための会議が始

まろうとする中，フランスの旧来からの中国重点

政策から日本重点政策への転換をさらに推し進め

ようしようとするケ・ドルセ（ブリアン=ベルト

ロ路線）の正に切り札的人事だったのである。ま

たそれは，欧州国際政治におけるブリアンの仏独

関係に関する新機軸（新外交政策）の一環として

の人事（ブリアン=ベルトロ=クローデル路線）

でもあった。すなわち，戦後ヴェルサイユ体制の

矛盾――戦争責任を一方的にドイツに押し付けて

履行不能な「天文学的数字」の賠償金をドイツに

請求し，その賠償金を対米戦債の償還と国内経済

復興資金に充当しようとすることによる――を察

知したブリアン=ベルトロは，逸早く独仏協調の

新外交政策に取り掛かっていたのである――ドイ

ツ賠償問題の解決策として，21年10月のヴィー

スバーデン協定による現物賠償方式の試み 。ク

ローデルの駐日大使任命人事は，戦後の欧州とア

ジア・太平洋で展開することを目指していたフラ

ンスの新外交政策（国際協調路線）の重要な布石

だったのである。

ところが，クローデルが駐日大使着任［1921

年11月］早々に，出鼻を挫かれる事態が起こっ

た。対独協調路線をさらに推進しようとしていた

ブリアンは，1922年１月に開催されたカンヌ会

議で英首相ロイド =ジョージ（Lloyd George）

の提案――対独安全保障の条約と引き換えにフラ

ンスの対独賠償要求を削減する――に妥協しよう

とした時大統領ミルラン（Millerand）ら多くの

反対に遭遇して，辞任に追い込まれた 。その上，

それとほぼ同時に，外務省事務総長P.ベルトロ

が中国興業銀行事件に関与したとして本省を追わ

れたのである――その後，フランス外交にブリア

ン =ベルトロ路線が復活するには，25年を待た

ねばならなかった。ブリアンに代わって内閣を組

織したのは，ブリアンの対独協調政策を批判して

いたポワンカレ（Poincare）で，それ以後フラ

ンス外交は対独強硬策に転ずることになった。こ

うして，ブリアン=ベルトロ路線の体現者として

のクローデルは，着任早々から困難な対日外交を

強いられることになったのである 。

3.1. 日仏政治・軍事的接近

ワシントン会議後，日英同盟の廃棄によって，

日本が国際社会において孤立化を深めたことで自

然と日仏関係に接近の可能性がもたらされること

になった。日仏両国は中国・アジア・太平洋にお

ける米英の覇権主義に対抗して共同歩調をとる条

件が整ってきていたのである。それ故，クローデ

ルはまず対日接近を推進することから日本での活

動を開始した。

クローデルは，着任早々ドイツの大使館員フォ

ン・クノール（von Knorr）の諜報活動・策謀に

直面した。この「ドイツ秘密工作員」，「ドイツ重

工業の代表」は，日本・ドイツ・ソビエトの３国

同盟の結成を画策し日本を舞台に暗躍していたか

らである。1922年４月には，ジェノヴァ国際会

議に招かれていたドイツとソビエトの間でラッパ

ロ条約が締結されて独ソ関係の緊密化が始まって

いたばかりでなく，日本では，親露派の後藤新平

（日露協会会頭・東京市長）が日ソ関係改善・正

常化を目指す対ソ協調路線を展開していた――
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23年２月ソビエト代表ヨッフェ（Joffe）を非公

式に招き国交回復について会談。クローデルは，

このドイツ=ソビエト関係に日本が取り込まれて

しまうことを危惧していたのである。戦後におい

てさえ，日本では政治・軍事・経済・教育・科

学・学術文化など多くの分野でのドイツの影響力

には根強いものがあり，世論でさえ親仏というよ

りもむしろ親独であった。その上，ドイツによる

反仏報道ばかりでなくヨーロッパでのフランスに

関する報道や世界情勢（ニュース）がアングロサ

クソンのメディアを通して日本に伝播されている

ので，「真実」が伝えられずフランスの立場が誤

解・曲解されているとして，クローデルはフラン

スのニュースやフランスの立場を直接日本に伝え

るメディアの必要性を訴え，そのためのニュース

配信機関の設立に尽力した 。

1922年１～２月にジョッフル（Joffre）元帥

が訪日した時，この機会を利用してクローデルは

日仏接近，とりわけ日仏軍事提携関係の推進に尽

力した。アメリカに向かう途上のジョッフル元帥

を同年３月17日に訪問した参謀総長上原勇作

は，日仏の軍事的接近に理解を示した 。フラン

スに親近の情を示す上原元帥は，日本人士官をフ

ランスの各種士官学校に派遣することにしたので，

厳格な教育・訓練をジョッフル元帥に要請した。

ジョッフル元帥は「喜んでお引き受けする。日仏

軍事協力は昔からの伝統であり，フランスばかり

でなく日本にとって，日本人士官の技術訓練に貢

献するであろう」，フランス航空部隊が日本で実

施する教育，フランスが命を賭して蓄積した経験

の対日移転，日本が導入しようとしている数々の

新鋭戦闘機，これらが未曾有の卓越した軍事力を

日本に与えることになろうと答え，「フランスの

方でも，もしもの場合は相互友好性を日本に期待

する」との要請に，上原元帥は「わかりました。

お任せください」と答えた。クローデルは，両者

の問答に関して，「今日の日本で最も影響力の強

い人物である上原元帥のこうした発言は甚だ重要

である。これは日本政府が既に対仏接近（rap-

prochement）を望んでいる徴である」と外務本

省に報告した。その際，クローデルは，両者が相

互に確認した日仏接近の利点として，次の５点を

挙げている。⑴ドイツやイギリスに代わって，航

空機材・武器を日本に輸出できる，⑵国際連盟の

最高理事会において日本の支持を確保できる，⑶

日本の支持は満州の鉄道問題など中国においても

利用できる，⑷日本人将校のフランスでの教育は

非軍事面にも好影響を期待できる，⑸インドシナ

の安全保障と治安に役立つ，と。

次いで，クローデルは，1923年６月２日，日

本がロシアとの外交関係回復を希望するに至った

理由を分析して，ロシアとの協商を嫌う日本政府

筋とそれを望む後藤新平との間で暗闘が繰り広げ

られていると報告 。同年７月１日には，日ソ協

定締結を支援するためにドイツ駐日大使ゾルフ

（W.Solf）が後藤新平と頻繁に会っていると報告。

７月３日にもゾルフはヨッフェと後藤との間で長

い会談を持ったことを報告。８月６日には，後藤

は日本と，ロシア，ドイツ，さらに場合によって

は中国との接近を図ろうとしており，ゾルフはヨ

ッフェと頻繁に会っていると通報した。そして，

このような事態を憂慮して，親仏的な日本人の中

には，日仏経済協定の締結によってフランス工業

製品の対日輸入を増大させ，その代わりにフラン

ス，ザール，あるいは場合によってはウエストフ

ァリアでの工業や金属工業に日本を参入させるこ

とはできないかと考えている人たちがいる，と首

相兼外相ポワンカレの注目を促した 。このよう

に，クローデルは日独ソ３国同盟関係の実現の可

能性を危惧していることについて，繰り返し警鐘

を鳴らしたのである。

1923年10月25日にはA.レジェ宛私信でクロ

ーデルは，日英同盟がイギリス側から破棄され，

極東では英米ブロックが形成されて日本は孤立し，

いわば「世界の中でロビンソン・クルーソー

（une espece de Robinson international）」と化し

ているとし，日本がこの孤立から脱するためには，

「後藤新平と有力軍人・知識人一派」が温めてい

るロシアやドイツとの協商かフランスとの協商か

の２つの選択肢があるとする。前者については，

ロシアとドイツの崩壊がますます顕著になってき

ているので，このような三国（露・独・日）協商

は現実味を失いつつあるとし，後者の構想は上原

元帥がジョッフル元帥に示した提案の中で言及さ

れたもので，日本が選択する可能性があるのでは

ないか，と注意を喚起する。そして，クローデル

は日仏協調によるフランス側の利点として，⑴フ

ランスが太平洋地域での孤立を脱することができ
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る，⑵中国におけるフランスの施策が容易になる，

⑶日本がフランスから大量の鉄鋼や化学製品を一

括購入するようになればフランスに大きな経済的

利益をもたらす，などを挙げて，日仏協商の推進

を提言したのである 。

さらに，1924年５月のインドシナ総督メルラ

ン（Merlin）訪日の際，松井慶四郎外相や西園

寺公望との日仏関係に触れた会話の中で，クロー

デルは次のような考えを述べた。「今や日本は，

英米に見捨てられ，あたかもロビンソン・クルー

ソーのようにアジアと太平洋の片隅で途方に暮れ

ているのだから，国際関係の舞台において，必要

があれば日本の保証人（un repondant）となっ

て，思想や発明が日進月歩する世界との接触を仲

介し，公平な助言を与え，必要ならば国際連盟で

日本を弁護し日本の意見を代弁することができる

代理人（un correspondent）>が必要である。フ

ランスは国際連盟において，目下のところヨーロ

ッパの全ての友好国から支持されているので，日

本の意見を代弁することができる最適の国と言え

る。」「極東ばかりでなく太平洋においても両国間

には利害の対立はないので，相互のより大きな利

益のために両国が協調して歩むにあたって，何の

障害もない」と。こうしたクローデルの考えに西

園寺公望は全面的に賛同したと報告した 。この

ように，クローデルは日本の閣僚・政治家・要人

たちに日仏協商（日仏関係緊密化）の必要性を訴

え続けていたのである。

1924年６月にエリオ（Herriot）政権が誕生し

て，フランスの対外政策が大きく転換――対ソ接

近政策と対独政策の柔軟化――してくるのに合わ

せて，クローデルばかりでなく後藤新平の対応

（フランスに対する態度）も変化してきた 。同

年９月に，「当時の日本の政界で最も注目を集め

ていた人物」後藤新平（元東京市長）から「今後

はフランスと協調して活動すること，国策として

とりわけフランスとの親交を深めねばならない」

との意向を伝えられていたクローデルは，病気療

養中の後藤を邸宅に訪問して会談した。その結果，

警戒は要するものの，親独的・親露的傾向があっ

た後藤が親仏へと変化したのは喜ばしい限りであ

る，と首相兼外相エリオに報告している 。

クローデルは賜暇休暇中［1925年１月～1926

年２月］のフランスで，エリオからブリアンへと

引き継がれた新外交政策（国際協調路線）が展開

されるのを目の当たりにした。フランス外務省に

ブリアン=ベルトロ路線が復活し，ロカルノ条約

の締結［1925年10月16日］によって欧州に集

団安全保障システムが形成されたからであった。

ロカルノ条約成立の基礎として，とりわけ仏独経

済相互依存システムの構築が必要とされていた。

東京に帰任したクローデルは，ブリアンから日

仏協約についての意見を求められ，1926年５月

11日の公信で次のように返答した 。1907年の

日仏協約は，ワシントン会議後その存在理由が失

われ，22年には日本の世論の中に日英同盟のよ

うに廃棄すべきであるとの主張が登場した。しか

し，この微妙な問題に触れないよう直ちに介入が

なされた。事実上強制力を失っているこの協約に

ついて，日仏両国は，その存続の是非について協

議をしたわけではないが，ことさら破棄するのも

不都合であるとの認識で一致した。ところが，戦

後中国の非常事態によって日仏接近の現実的価値

が評価されることになった。日本は，知的，政治

的，外交的，科学的理由からヨーロッパに同盟国

ではなくとも代理人を持つ必要があり，この役割

を果たす国はフランスしかいない。フランスも極

東で多大な利益を有していながらこれを支える力

は無に等しいから，この地域で顔の利く（bien
 

introduit）強力な日本という友人を持つことに

大きな利益がある。日本の支持がどんなに価値が

あるものか金フラン問題の解決を見れば明らかで

ある。フランスは，1907年に英露に対して演じ

た役割と同じ役割を，再び日本と米英との間で演

じることができ，日本と米英との間に協調と融和

をもたらす調停役となり，太平洋でもロカルノ条

約の精神（l’esprit de Locarno dans le Pacifi-

que）を横溢させることができ，４カ国間に見解

と行動の一致をもたらすために尽力することがで

きる。こうした見地から，現在休眠状態の日仏協

約が新政策の有益な萌芽となり得る，と。このよ

うに，クローデルは，日仏接近を基盤にアジア・

太平洋でもロカルノ方式の国際協調システムを導

入する可能性，すなわち「アジアのロカルノ

（un Locarno Asiatique）」を提言したのである 。

第２次海軍軍縮会議 の開催が予想される中の

1926年11月３日，クローデルは財部彪海相 を

訪問して海軍軍縮問題における日本の立場につい
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て説明を求めた。日仏軍事接近のチャンスと見て

いたクローデルは，アングロサクソンと対立する

日仏の立場の類似性を指摘して，開催予定のジュ

ネーヴ会議でイギリス案（艦種別トン数制限案）

の支持を取り止めてフランス案（全艦艇総トン数

制限案）に賛同するよう財部海相に求めた。だが，

財部海相は，非公式見解であると断った上で，ワ

シントン条約の主力艦制限協定を保持した上での

補助艦の公正な協定を目指す日本の立場を説明し

た。このように，日本政府が軍縮問題でワシント

ン条約（体制）の枠内で米英との妥協を図ろうと

する立場を堅持する限り，日仏の軍事提携関係の

構築（軍事的接近）は，「表面的一般的親和性」

があったにもかかわらず，極めて困難であったこ

とが窺われるのである 。

3.2. 日仏経済関係の緊密化（仏=インドシナ=

日の紐帯の構築）

クローデルの駐日大使任命は，当時の日本では

「詩人大使（Poete-Ambassadeur）」として大き

な話題となったが，フランス外務省（ブリアン=

ベルトロ）では寧ろ極東情勢に明るく経済に精通

した辣腕外交官として評価されていた。それ故，

東京に赴任するクローデルに与えられた訓令 に

は，フランス語・教育・文化面の活動以上に，経

済・通商・金融面での活動への期待が表明されて

いた。後者の活動では，とりわけ，⑴1921年11

月25日満期の債務5000万円の繰り延べを日本銀

行団に要請すること，⑵日仏貿易の活性化，特に

武器や航空機の売却，ロレーヌの金属製品の対日

輸出，アルザスのカリ肥料・染料などの輸出をド

イツに代替すること，⑶インドシナ =日本貿易

（特に対日インドシナ米輸出）の活性化を図るこ

と，⑷日仏関税交渉の促進（インドシナの日本に

対する関税が旧敵国ドイツに対する関税と同等に

厳しいという不都合な状況の改善） ，などであ

った。

戦時中にフランス政府が日本に負った多くの債

務（短期債）が，戦後次々と満期償還期日をむか

えてきた。だが，戦後のフランスは，莫大な対米

戦債の償還，国内経済復興問題，ドイツ賠償金問

題，1920～21年不況，等々で財政逼迫が甚だし

く，対日債務の返済も繰り延べを要請する外なか

った。かくて，クローデルは次々と迫ってくる債

務の繰り延べを得るのに尽力した 。ところが，

23年７月に日本の金融市場が逼迫し，同年９月

の関東大震災以後日本の財政状況が極度に悪化し

たため，フランス政府も対日債務の返済を余儀な

くされたのである。

次いでクローデルは，1920年恐慌に見舞われ

た上，戦後再編途上の仏産業（軍需産業から平和

産業へ）や輸出競争力の乏しい工業製品――戦中

からのフランの下落で競争力は回復しつつあると

はいえ――の対日輸出，特に日本の空軍強化・整

備に絡んだ各種飛行機・戦闘機（単葉戦闘機，複

座機，偵察機，爆撃機，水上飛行機，輸送機な

ど）の販売促進に尽力した――空軍，航空機関連

は欧州でもフランスが優位にあった分野で，ジョ

ッフル元帥訪日時にも航空機や武器の売却に尽

力 。23年４月21日には，クローデルは在日フ

ランス商業会議所会頭ビッカール（E.Bickart）

の報告書に関してポワンカレの注目を促した。報

告書でビッカールはジリー提督（Amiral Gilly）

率いる訪日経済・航空使節団［1923年３月］が

もたらした好結果に言及した。日本は工業的大転

換の前夜にある。日本でのフランス鉄鋼業の態度

をはっきりさせる正に好機である。何故なら，フ

ランス鉄鋼協会（Comite des forges）事務局長

ピノ（R. Pinot）が先頃述べたように，フランス

鉄鋼業は国内に十分な販路を見いだせないでいた

からである。そこで，クローデルはフランスの対

日債務８億フラン［１億2000万円］と日本の武

器弾薬・レールの対仏発注による相殺をポワンカ

レに提言した 。

日本とインドシナの通商問題に関しては，クロ

ーデルは東京赴任途上にインドシナに立ち寄り，

１ヵ月半もの間日本=インドシナ関係の打開策を

めぐる調査を行った。そしてクローデルは，この

問題に関して，1922年２月８日ポワンカレに次

のように報告した。インドシナに関しては，目下

のところ，日本は朝鮮と台湾から米を得ることが

できるので，メコン・デルタ地帯の米には関心が

ないであろう。「日本が欲しているのはフランス

植民地の関税制度を日本に有利な方向に改変する

ことであるが，インドシナ総督ロン（Long）と

対談した結果，綿織物以外の製品については，日

本の要求を認めることは不可能ではないとの言質

を得た」 と。加えて，「内田康哉外相 は先頃，
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自らの要望を再度表明し，フランスとの接近を望

む意向を強調した。また，インドシナの特使が日

本に派遣されるよう要請した。」そしてクローデ

ルは，「何はともあれ，我々は現今の日仏接近を

心から歓迎すべきだし，現在極東で主導権を握っ

ている国との親善関係はやはり考慮に値するもの

である」 と結論したのである。クローデルには

思いのほか親日的であったロン総督は，インドシ

ナ通商問題を慎重に検討するため本国に一旦帰還

し，23年１月にインドシナに戻る途中のコロン

ボで急逝してしまったので，クローデルの努力も

途切れてしまった。

クローデルは，日仏経済接近をさらに推し進め

るには，フランスの利益（対日輸出の増大）を図

るだけでは不十分で，日本の利益をも考慮した日

仏相互利益の拡大（日仏相互依存体制の構築）で

なければならないと考えていた。そのためには，

日本=インドシナ経済関係の強化が必要不可欠で

あると見做していた。それ故，クローデルは，懸

案の日本=インドシナ通商問題の一刻も早い解決

を図らねばならず，そのためにはインドシナ総督

の訪日が是非とも必要と考えてその実現に尽力し

た 。こうして，1924年５月にメルラン総督が，

キルシェ（Kircher）関税局長ら総督府幹部やハ

ノイ，サイゴン，ハイフォン各商業会議所会頭な

どの経済代表団を伴って来日した。松平恒雄外務

次官，佐分利貞雄大使館参事官らと関税交渉が行

われた結果，「松平・キルシェ」案なる諒解案が

作成されたが，税率の細目についてはさらにイン

ドシナ当局と協議し，最終的にはフランス政府と

の協定・調印が必要であった。25年１～２月に

はメルラン訪日に対する答礼として山県伊三郎

［山県有朋の養子］を団長とするインドシナ特派

使節団が派遣されることになり，賜暇休暇で帰国

するクローデルがこれに同行してインドシナでの

交渉にも参加した。その後，インドシナ関税交渉

はパリで継続されたが，インドシナ関係業者・団

体――インドシナ委員会（インドシナの各種商工

農業者の団体），インドシナの商業会議所など

――ばかりでなく，本国フランスの植民地協会や

利害関係者・諸団体などの強硬な反対にあって難

航し，容易に決着しなかった――結局，日本がイ

ンドシナに対して条約国としての地位を確保する

のは，32年５月13日の日本 =インドシナ通商協

定の成立を待たねばならなかった 。

一方，クローデルは，1924年10月にメルラン

総督から，日本との接近が政治的経済的に如何な

る利点があるかについて覚書を作成するよう要請

され，下記のように要約した 。まず政治的観点

から，⑴極東におけるフランスと欧米における日

本は類似的補完関係にある。両国は共にこれらの

地域で多くの利害を有しているが，これを支える

軍事的政治的外交的手段が不十分である。その気

になれば，日本は中国でフランスを大いに支援す

ることができ，フランスは欧米で日本を支援して，

日本の立場，利益，要求，権利を欧米に理解させ

ることができる。⑵フランスとインドシナは，極

東政策に関して，英米ではなく日本の協力と支持

を必要としている。最近中国では親日の段祺瑞と

張作霖の影響力が増したので，日仏の協調は一段

と望ましいものとなった。次に，経済的観点から，

⑴日本はインドシナから大量の米を購入する大事

な顧客である。米以外にも石炭，鉱物，木材，塩，

ゴム，砂糖なども沢山購入できるであろう。⑵日

本はフランスからも多量の商品を購入している。

例えば，サン =ゴバン社（Saint-Gobain）は鏡

や窓ガラスなど大量の商品をアンヴェルス経由で

日本に輸出し，ミュルーズのアルザス社

（Societe Alsacienne）は，日本に１億フランの

機械（特に綿・羊毛紡績機）を販売した。⑶フラ

ンスは日本に対する主要な軍需品輸出国であり，

既に１億フラン近い航空機を販売した。日本軍は，

大砲，戦車，航空機，毒ガス，高射砲など完全な

再装備の途上にあり，航空機だけでも来年度

［1925年］1300万円［8000万フラン］の購入が

見込まれている。⑷日本政府は鉄道資材に関して

もフランスに発注するとの約束で，ヴァンデル

（Wendel）社に初めてレール8000トンの発注が

なされた。⑸大倉商会の大倉喜八郎が，東京商工

会議所会頭藤山雷太や実業界の大御所渋沢栄一の

協力を得て，対仏貿易専門の大商社を設立しよう

としている 。フランス側では，クルゾー社

（Creusot），パ テ 社（P a t h e），ル ノ ー 社

（Renault）などが取引先と予定されている。従

って，対日接近を推し進めることによって，フラ

ンスの政治やフランスの極東事業にとって，大き

くて輝かしい未来が開かれるのである，とクロー

デルは結論した。
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そもそもクローデルは，植民地の開発（植民地

の活性化）が戦後フランスの経済復興と産業近代

化にとって致命的重要性を持つと見做していた。

ところが，広大な植民地を抱えるフランスは当時

これを早急に開発する資金も人手も不足していた。

それにもかかわらず，戦後の植民地開発は緊急か

つ即時に必要であった。クローデルは，日仏経済

協調をさらに深化させるために，仏領インドシナ

を媒介にした日仏の相互補完性を見出した。同様

に，独仏経済協調をさらに深化させるために，仏

領アフリカを媒介にした独仏の相互補完性を見出

した 。すなわち，前者はフランス=仏領インド

シナ=日本の三角関係（紐帯）の構築であり，後

者はフランス=仏領アフリカ=ドイツの三角関係

（紐帯）の構築である。クローデルは，仏領イン

ドシナに対する日本の役割（機能）と仏領アフリ

カに対するドイツの役割（機能）を同一視しよう

とした。そして，これは植民地（仏領インドシナ

と仏領アフリカ）開発を媒介として，アジアとヨ

ーロッパのロカルノ体制を下支えするために，日

仏間と独仏間にそれぞれ経済的共通利害を設定し

ようとするものであった 。

しかしながら，日仏経済関係の緊密化が思いの

ほか進展せず，また日仏経済接近の要となる日本

=インドシナ通商関係の緊密化がインドシナ関税

問題で完全に足踏みしてしまったのを見れば，ク

ローデルの構想（フランス=仏領インドシナ=日

本の三角関係の構築）は，極めて洗練されたもの

であったにもかかわらず，容易に実現できなかっ

たのである。

3.3. 日仏文化関係の緊密化

ブリアン=ベルトロからクローデルに期待され

たもう１つの役割は，日仏文化交流の促進であっ

た。フランス語，フランス文化の普及を通して，

アングロサクソンや特に日本に根強く存在するド

イツの影響力を排し，フランスの影響力の拡大を

図ることであり，日仏文化関係の緊密化を促して

日仏相互理解を深めることである。そのための最

も重要な拠点となるのがフランス会館（Maison
 

de France）［1923年以降は日仏会館（Maison
 

franco-japonaise）］であった。

フランス会館の設立は，1919年９月にリヨン

大学長ジュバン（Joubin）を団長に，M.クラン

同大学教授（Maurice Courant）を副団長にした

学術派遣団が来日し，東京にアジアの言語・文明

に関する高等学術研究教育機関（日仏機関）を設

置しようというフランス側の基本構想を渋沢栄一

に提示したことに始まる。新任駐日大使クローデ

ルも予てから同様の腹案を持っていたので，この

構想の実現は着任後のクローデルの主要な関心事

の１つとなった。だが，計画実現の中心人物にな

る筈の渋沢栄一がワシントン会議出席のため訪米

してしまったため，渋沢の帰国［1922年１月］

まで会館設立問題は殆ど進展しなかった。

そもそもクローデルは日仏会館の設立を，財政

的に余裕のないフランス政府の支援を極力避けて，

主として日本の民間人（財界人）・諸団体［日仏

協会（Societe Franco-Japonaise），インドシナ

友好協会（Societedes Amis de l’Indochine）な

ど］ の協力・資金援助で実現しようと考えてい

た。それ故，クローデルは，数多くの有力政治

家・財界人と交友関係を結び，あらゆるチャンネ

ル（人脈）を駆使して，会館設立への協力を呼び

かけた。だが，1923年に関東大震災が起こって

東京・横浜が壊滅した上，続いて経済恐慌も勃発

したため，計画は思いのほか進捗しなかった。だ

が，日本に大きな反響を巻き起こしたメルランの

公式訪日［1924年５月］を機に会館設立の準備

が順調に進んでいった。クローデルによると，当

初会館の予定される活動は次のとおりであった。

⑴会館は優秀なフランス人専門家に宿舎と活動の

場を提供すること。⑵フランス青年を長期宿泊者

として迎え，日本語や日本の歴史，経済，芸術，

文学を学ばせると同時に，さまざまな教育機関で

フランス語の教師となる。⑶日本語ばかりでなく

中国語も教育する実用的な極東言語学校とする。

⑷フランスがヨーロッパ大陸で行使している政治

的覇権ばかりでなく知的覇権も得るために，ヨー

ロッパの小国（ポーランド，チェコスロバキア，

ルーマニア，ギリシア，セルビア）などにも門戸

を開放する。最後にクローデルは，「私が考えて

いるこの施設は，日本に対してよりはフランスに

とって一層役立つものだということを忘れるべき

ではありません」と付言した。結局のところ，ク

ローデルにとって日仏会館は，フランス人による

日本研究の永続的な拠点とすることだったのであ

る 。インドシナ友好協会（会長黒田清輝）が会
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館設立問題を引き受けて主導するようになってか

ら計画は大きく前進し，設立資金の10万円――

日本政府からの補助金３万円とインドシナ総督か

らの寄付１万円も含む――もようやく集まり，24

年６月には「煙草王」村井吉兵衛［1864-1926，

村井銀行頭取］によって東京・山王台の邸宅が無

償提供された――当初日仏会館が置かれた。かく

して，同年12月14日に日本工業倶楽部にて日仏

会館の開館式が挙行され，初代会館理事長に渋沢

栄一が就任したのである。

東京に日仏会館が開設されて以来，クローデル

は京都にもこれと同等の施設を作ることに専念し

た。日仏会館長期宿泊者リュエラン（Ruellan）

［元海軍兵学校教授］が比叡山でフランス語夏期

講座を開講したのを機に，稲畑勝太郎［1862-

1949，大阪商業会議所会頭］，藤田平太郎［1869-

1940，藤田伝三郎長男，藤田組社主頭取］など関

西の財界人・実業家たちの協力で，日仏会館のよ

うな永続的な施設が建設されることになった。建

設場所は当初の比叡山から京都・九条山に変更さ

れ，主としてフランス語やフランス文化を教育す

る施設として，クローデルが駐米大使として離日

［1927年２月17日］した後の1927年に京都日仏

会館（関西日仏学館）が設立されたのである 。

このようにして，日仏文化交流，日仏相互理解の

ための日仏両会館が設立され，クローデルの構想

が現在に至るまで引き継がれて来ているのである。

お わ り に

このように，クローデル外交で最も実り多かっ

たのは文化外交面であり，日仏間の文化芸術関係

の緊密化において大きな成果がもたらされたので

ある。クローデルの強いイニシアティブの下に，

東京と京都に日仏会館が建設され，クローデルが

望んでいたように，現在に至るまで日仏間の文化

芸術交流の発展，日仏相互理解の深化に大きく貢

献することになった。また，クローデルは，富田

渓仙［1879-1936］，竹内栖鳳［1864-1942］，山元

春挙［1871-1933］を始めとして，多くの芸術家

（画家），詩人，文人，学者と親しく交わり，能・

歌舞伎・文楽，寺院・庭園・障屛画など日本の伝

統文化との接触・理解を通して，日仏文化の精神

的交流と融合に尽力したのである 。正に「詩人

大使」の面目躍如たるものがあったと言えよう。

一方，クローデルが最も努力してきた日仏政治

軍事経済関係の強化については，思ったほどの成

果が得られなかった。第１次大戦後の国際社会の

中で孤立化の道を歩んでいた日仏両国の類似性・

相互補完性を見て取ったクローデルは，あらゆる

チャンネル（人脈）を駆使して，日仏接近，日仏

の政治軍事的経済的文化的関係の強化（政治・軍

事・経済・文化関係をすべて絡めた日仏関係の緊

密化，政治軍事=経済=文化が有機的に連関した

日仏関係の緊密化）に尽力したのであるが，その

ために必要とされた日仏間の政治的軍事的経済的

共通利害の設定（利害の共有化），政治的軍事的

経済的相互依存システムの構築は容易に進展しな

かった。その大きな理由は，クローデルの庇護者

ベルトロの失脚，緒に付いたばかりのブリアン=

ベルトロ路線がポワンカレの対独強攻策

［1922～24年］によって中断されたこと，ベルリ

ン大使赴任問題が絡んだ一年間余［1925年］に

も及ぶクローデルの賜暇休暇による日本不在，日

仏経済接近の要となるインドシナ関税問題におけ

るフランス・インドシナ経済界の強硬な抵抗によ

る解決の遅延，などフランス側の出来事・事情も

さることながら，より根本的には日本側の伝統的

対英米協調体制の堅持にあったと思われる。クロ

ーデルの努力により，1924年頃までに日本の外

交政策に変化の兆し（対仏接近の兆候）が見られ

たものの，結局はヴェルサイユ・ワシントン体制

に即応した対英米協調を基軸とする「幣原外交」

［1924～27年］に殆ど変更を加えることができな

かったのである。フランス（クローデル）が当初

から積極的に――日本側は受動的・消極的に――

求めた日仏関係の緊密化（日仏協約から日仏同盟

への発展）は，殊のほか困難だったと言えよう。

［付 記］

本稿は共同研究「P. Claudel の滞日年譜の完成とそれ

に伴う資料の総合的収集・調査・分析」（科学研究費 基

盤研究(Ｂ)-⑴-13410134）の成果の一部である。

［注］

⑴ 外交官としてのクローデルの活動・経歴（特に中国

における活動）については，既に浩瀚な研究書が公刊
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されているので本稿では特に触れない。Cf. Antoine

［38］；Daniel［50］；Lescourret［60］．

⑵ ベルトロはクローデル宛書簡で次のように書いてい

る。「あなたが輝かしい職歴を全うするに違いない

ケ・ドルセを決して辞めるようなことは考えないでく

ださい。ケ・ドルセで私に前途があるならば，我々は

一緒に昇進しましょう。」［43］pp. 39-40；渡辺［36］

560-562頁。

⑶ 実際フィリップ・ベルトロは，クローデルのほか，

ジャン・ジロドゥー（Jean Giraudoux）［小説家，劇

作家］，アレクシス・レジェ（Alexis Leger）［サン-

ジョン・ペルス（Saint-John Perse），詩人，ノーベ

ル文学賞受賞］，ポール・モラン（Paul Morand［作

家］，アンリ・オップノ（Henri Hoppenot），ルネ・

マッシリ（Rene Massigli），などの文学や芸術に優

れた才能を発揮することになる少壮外交官の一群を周

囲に集め「文人外交官グループ（le groupe de di-

plomates  ecrivains）」，「エ キ ッ プ・ベ ル ト ロ

（l’equipe Berthelot）」，「ベルトロ・グループ（la
 

bande Berthelot）」を形成したのであった。Cf.Chal-

lener［47］pp.72-73；Antoine［38］pp.121-126；

Lescourret［60］pp.230-238；La Princesse Bibes-

cono［58］pp.12-25；Dawson［51］pp.67-112；濱

口［21］283-298頁，［24］第23巻第４号，33-61頁。

⑷ ベルトロ家の中でフィリップに最も大きな影響を与

えたのは，長男のアンドレ（Andre）［1862-1938］で

あった。アンドレはサン・ルイ高校・アンリ４世高校，

ソルボンヌ大学で輝かしい学業成果を残し，1884年

に歴史・地理学教員資格取得後，弱冠24歳で大学講

師に，次いでパリ高等研究院副院長に任命された。そ

の間，ラヴィス（Lavisse）とランボー（Rambaud）

の『一般史（Histoire Generale）』の編集や『大百科

事典（Grande Encyclopedie）』の出版を成功に導い

た。94年からは政界にも乗り出し，パリ市会議員，

セーヌ県会議員，そして98年には社会共和党員（re-

publicain socialiste）として下院議員に選ばれた。パ

リ市会議員時代にパリ・メトロ建設計画に関ったのを

機に，ベルギーのアンパン（baron Empain）・グル

ープと協力して，パリのメトロ建設・鉄道電鉄事業や

電力・電気事業などに携わり，実業家［「メトロポリ

タンの父」］としても成功した。アンパン・グループ

と共に早くから中国事業にも手を染め，1913年には

中国興業銀行 （Banque industrielle de Chine）を設

立して頭取に就任した。そうして，21年にフィリッ

プは，この中国興業銀行の破産事件で職権を濫用した

として咎められ，外務省事務総長の職を追われること

になるのである――兄アンドレは10年間の休職を命

じられたフィリップに350万フランを贈与した。次男

のダニエル（Daniel）［1865-1927］は父マルスラン

の研究を継承して科学者・物理学者となり，四男のル

ネ（Rene）［1872-1960］は哲学教授となった。また，

長女のエレーヌ（Helene）［1865-1895］はリヨン大

学教授・リール大学長ジョルジュ・リヨン（Georges
 

Lyon）――義父マルスラン外相の官房長も務めた

――と結婚し，次女のカミーユ（Camille）［1864-

1928］は兄アンドレの友人シャルル・ヴィクトール・

ラングロワ（Charles Victor Langlois）［ソルボンヌ

大教授・国立古文書館長（directeur des Archives
 

nationales）］と結婚した。このように，ベルトロ家

は正に第三共和政期を代表するエリート・インテリの

共和派家族（famille republicaine）であった。

アンドレ・ベルトロについては，Hentenryk［56］

参照。

⑸ フィリップは，この多方面に才能を発揮したルイ・

メナール［1822-1901］――詩人・哲学者・ギリシア

学者・画家・科学者・革命家――に関する著作『ル

イ・メナールとその業績（Louis Menard et  son
 

oeuvre）』を1902年に発表している。

⑹ ベルトロについては，Shinonaga［63］，［64］；

Breal［41］；Dumont-Wilden［53］pp.619-623；

Barre［39］；［43］参照。

⑺ Lescourret［60］p.171；Barre［39］pp.174-197；

Breal［41］pp.59-61.

⑻ ［43］p.9.

⑼ Cambon［45］p.365.

フィリップの兄アンドレの経営する中国興業銀行の

破産事件に関与したとして，1922年３月ポワンカレ

首相兼外相によって懲戒会議（Conseil de discipline）

にかけられて10年間の休職が決定された。だが，25

年４月にブリアンが外相に復帰すると，直ちにベルト

ロを元の事務総長に復職させた。

ブリアンとベルトロの関係については，濱口

［24］；Laroche［59］参照。

フランスの極東（中国）政策についての以下の記述

は，篠永［10］，［12］，［13］，［14］，［15］参照。

Renouvin［62］pp.4,7,73-74；Bruguiere［42］

pp.23-24.

篠永［11］；武内［17］；石島［３］１-83頁。

国際借款団は，その後1913年に米国が脱退して五

国借款団となり，第１次大戦の勃発で事実上の解散状

態に陥った。戦後の20年10月に英米日仏によって新

四国借款団が結成された。平野［29］283-320頁；三

谷［35］114-158頁；福島［30］317-346頁；明石

［１］１-29頁；酒井［８］104-133頁；勝田［６］参

照。

勿論，フランス外交における中国への強い関心（中

国重視の傾向）には，とりわけP.ベルトロの影響が

大きかったと思われる。Cf.Bensacq-Tixier［40］.

清国の領土保全，現状維持，機会均等主義を約すと

ともに，仏領インドシナの領土尊重，雲南及びトンキ

ンに隣接する地域（広東・広西）におけるフランスの

特殊権益と朝鮮・関東州及び福建省における日本の特
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殊権益を相互に承認した政治協約。

東京のフランス大使館［1907年］は，ロンドン，

ウィーン，サンクトペテルスブルク，マドリード，コ

ンスタンチノープル，ベルリン，ベルン，ローマ，ワ

シントンに次いで10番目のフランス在外大使館であ

った。ちなみに，北京のフランス公使館が大使館に昇

格するのは1936年のことであった。Allain and Auf-

fret［37］pp.405-446（notamment pp.437-438).

Bussiere［44］pp.56-65；原［27］299-366頁。

日本興業銀行臨時資料室編［19］112-116頁；原

［28］；神山［７］。

ポラック［31］。日本の側でも，第１次大戦勃発後，

４元老（山県，大山，松方，井上），特に井上馨

［1835-1915］がフランス，ロシアとの同盟に最も積極

的であった。坂本［９］177-180頁。

Archives du Ministere des Affaires Etrangeres

（以 下，M A E）， C P C(N S)， J a p o n, v o l.

58（Finances Publiques, Emprunts VIII）；坂本

［９］158-214頁；立脇［18］29-58頁；バイスウェイ

［20］103-135頁。

濱口［23］，［25］；Carls［46］pp.228-237；Lou-

cheur［61］pp.84-93.

Dreyfus［52］pp.170-174；Laroche［59］pp.145-

157；濱口［22］参照。

クローデルの駐日大使在任中，1923年３月末日本

の新聞紙上で，クローデルはフランスに召還され，植

民地相アルベール・サロー（Albert Sarraut）［1872-

1962］に取って代わられるという噂が流された。この

突然の報道（流言）を早合点したクローデルは，その

「理不尽な人事（injustice）」を大統領ミルランに公電

で直訴したが，「この軽率な行動」を首相兼外相ポワ

ンカレにたしなめられるという事件が起こった。

Antoine［38］pp.216-217.

MAE, Japon, vol. 66, Depeche（no.6）de
 

Claudel aPoincaredu6janvier1922；MAE,Japon,

vol.59,Depeche（no.46）de Claudel aPoincaredu

28mars1922.尚，駐日大使時代にクローデルがフラ

ンス外務省に書き送った外交文書（書簡）の主要なも

のは，Garbagnati(ed.)［54］に収録されているので，

併せて参照されたい。例えば，上記当該公信は，Gar-

bagnati［54］pp.99-101,126-130.（奈良訳 48-52,

82-86頁。）

上原勇作［1856-1933］：1881～84年にフランスに

留学して工兵関係の近代的知識を学び「日本工兵の

父」と呼ばれた親仏派。第２次西園寺内閣の陸相

［1911～12年］――２個師団増設問題で辞職し，大正

政変のきっかけをつくった。1915～23年には参謀総

長（23年には１人で陸軍の３長官を兼任）を歴任し，

戦中・戦後軍政界の最も影響力のある黒幕の一人と目

される。薩摩閥の巨頭として，山県有朋没後における

陸軍の重鎮となる。後に，「宇垣一成閥」と対立した。

この会談中，「ワシントン会議で明らかだったよう

に，フランスと日本は極東において利害の対立が全く

ないし，両国が極東や他の地域で協調してゆくのを妨

げる理由がない」と言及したジョッフル元帥に，上原

元帥は「私もそう確信している」と応じている。この

ジョッフル=上原会談に関しては，MAE,Japon,vol.

8,Telegrammes（nos.33-38）de Claudel au Quai
 

d’Orsay du 18mars 1922.を参照。

MAE, Japon, vol. 68, Depeche（no.105）de
 

Claudel a Poincare du ２ juin 1923；Garbagnati

［54］pp.178-184.（奈 良訳 142-150頁。）；御厨編

［34］285-299頁参照。

MAE,Japon,vol.57,Telegrammes（nos.84-85）

de Claudel au Quai d’Orsay du 6aout 1923.

MAE,Japon,vol.57,Lettre privee de Claudel a

Leger du 25 octobre 1923；Garbagnati［54］pp.

208-212.（奈良訳182-187頁。）

Depeche（no.61）de Claudel aPoincaredu3juin

1924；Garbagnati［54］pp.266-272.（奈良訳 255-

263頁。）

ところが一方，丁度そのころ，日本では加藤高明新

内閣が誕生したことから，クローデルは1924年６月

のエリオ宛書簡で，日本の外交政策が従来からの英米

協調政策に回帰するのではないかとの危惧を次のよう

に表明した。「加藤子爵は長らくイギリス大使を務め，

日英同盟の締結に大きな役割を演じました。また，幣

原氏も外交官としてイギリスに駐在した後にアメリカ

大使となり，アングロサクソンの意向には格別従順な

ところを見せました。このような人物が指導者では，

帝国の外交が伝統的悪習に回帰してしまうのではない

か，彼らは前内閣，前々内閣の成果であったフランス

との接近にさほどの共感をもたないのではないかと考

えないでいられましょうか。しかしながら，私はこの

点では何も恐れることはないと思います。かたやイギ

リスのシンガポール軍港化計画によって，また一方で

はアメリカの移民法によって，日本はアングロサクソ

ンから露骨に除け者にされ続けてきましたから，完全

な孤立か，あるいは我々が日本にもたらしたいと望ん

でいる友好的で偏見のない協調を受け入れるか，その

いずれかを選択せざるを得ません」と。Cf. Gar-

bagnati［54］pp.277-281.（奈良訳270-275頁）。

MAE, Japon, vol. 51, Depeche（no.115）de
 

Claudel a Herriot du 16 septembre 1924；Gar-

bagnati［54］pp.289-290.（奈良訳284-286頁。）ち

なみに，クローデルは，1924年９月28日にTumeg-

awa［多摩川か］へ後藤新平とピクニックをしている。

MAE, Japon, vol. 59, Depeche（no.102）de
 

Claudel aBriand du11mai1926；Garbagnati［54］

pp. 347-349.（奈良訳360-363頁。）

1927年１月５日のレジェ宛私信でも，クローデル

は軍閥の割拠する中国の状況を鑑み，ブリアンは「ア
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ジア版ロカルノ条約」を提案すべきであると進言して

いる。MAE, Japon, vol. 56, Lettre privee de
 

Claudel a Leger du 5 janvier 1927；Garbagnati

［54］pp.389-391.（奈良訳416-421頁。）

1927年６月に開催されるジュネーヴ海軍軍縮会議

のことで，３年後のロンドン軍縮会議の序曲をなし，

日米対立の前哨戦としての歴史的意義を持つ。日英米

間での補助艦軍縮が討議された。会議において，日本

はアメリカに対して協力的態度を示した。仏伊は不参

加で，結局合意には至らず失敗した。麻田［２］149-

204頁。

財部彪［1867-1949］：山本権兵衛の女婿で，「薩閥

の寵児」としてスピード昇進し「財部親王」と呼ばれ

たが，軍令部内での評判は芳しくなく指導力にも欠け

るところがあった。1909～14年に海軍次官，23～29

年の間に海相に６度就任した。30年のロンドン海軍

軍縮会議全権の一人となって，条約反対派を抑えて補

助艦制限条約に調印した。

MAE, Japon, vol. 57, Depeche（no.215）de
 

Claudel aBriand du5novembre1926；濱口［26］。

MAE,Japon,vol.1,Depeche（no.141）de Briand
 

aClaudel du9septembre1921.実際，この訓令はベ

ルトロの手で推敲されたものである。

1892年１月の関税法（メリーヌ保護関税）により，

同化植民地とされたインドシナにはフランス本国と同

一の関税制度が採用され，一般（最高）税率と最低税

率の複関税制度が導入された。従って，インドシナで

は無条約国には最高税率が課せられたのに対し，最恵

国待遇を規定された条約国には最低税率が適用された

のである。1911年に日仏通商航海条約が締結され日

仏両国間に最恵国待遇が取り交わされたので，インド

シナにも条約の適用――すなわち，日本・インドシナ

貿易にも最低税率の適用――が必要だったのである。

MAE, Japon, vol. 73, Depeche（no.51）de
 

Claudel a Poincare du 8 mars 1923；Garbagnati

［54］pp.170-174.（奈良訳133-138頁。）

陸軍・空軍・航空機関連の日仏軍事協力は伝統的で

あり，1919年にも，日本の要望によって，フォール

（Faure）空軍大佐率いる大型派遣団――61名の軍事

教官・技術者で構成――が，スパッド13C1戦闘機

を始めとする最新機種を持って来日した。フランス教

官団は，日本陸軍パイロットに空中戦の技術，爆弾投

下方法，偵察方法などについて教授すると同時に，日

本軍備の近代化計画を推進した。ポラック［32］；篠

原［16］446-447頁，参照。

MAE, Japon, vol. 73, Depeche（no.74）de
 

Claudel a Poincaredu 21avril 1923.

日本 =インドシナ通商問題に関して，日本は1911

年の日仏通商航海条約以来，最恵国待遇をインドシナ

にも適用して全物品に対する最低税率の適用を要求し

ていた。フランスが特に綿製品を除外しようとしたの

は，「日本の工業は，大戦中すなわち一般（最高）税

率の適用を受けていた時期においてすら，顕著な躍進

をとげるに至り，たとえば19年における綿織物のイ

ンドシナへの流出高は，数量において戦前の83倍に

も達した。アルザス・ロレーヌ両州が母国の手に復帰

し，わが綿織物工業が30％だけ増大した今日，フラ

ンス綿業がインドシナ市場を喪失してしまうような，

重大結果を忍んでまでも日本を優遇することは当然考

えられないことである」というインドシナ関連諸団体

の猛然な反対が存在していた事情があった。海野

［４］41-64頁。

内田康哉［1865-1936］：外交官として中国勤務

［1901～06年，駐清公使］が長く，オーストリア大使，

アメリカ大使を歴任後，第２次西園寺内閣の外相に起

用される。ロシア大使の後，再び原・高橋・加藤(友)

３内閣の外相に就任し講和・軍縮・シベリア出兵等の

戦後処理に当たる。日英同盟締結以来一貫して「日英

同盟骨髄論者」，あるいは対英米協調派で知られてい

た内田康哉も，日英同盟廃棄後，政策の転換を余儀な

くされたのであろうか。麻田［２］67,95-148頁。

MAE,Japon,vol.8,Depeche（no.15）de Claudel
 

a Poincaredu 8fevrier1922；Garbagnati［54］pp.

106-107.（奈良訳57-59頁。）

ただし，クローデルによると，インドシナ総督の訪

日を最初に思いついたのはインドシナ友好協会会長の

黒田清輝――外交政策における彼の基本的考えは，自

らが深い親近感を持っているフランスへの接近政策

――であり，元老西園寺公望と共にその実現をクロー

デルに訴えたのだと述べている。また，メルラン総督

訪日のための日本側受け入れ費用を全額負担したのも

この協会であった。MAE, Japon, vol. 49, Depeche

（no.92）de Claudel a Herriot du 16 juillet 1924；

Garbagnati［54］pp.282-284.（奈良訳276-279頁。）

海野［４］41-64頁；ポラック［32］。 日本に帰

任（1926年２月）後，クローデルは，インドシナに

関する日仏通商交渉の進捗状況について，幣原喜重郎

外相，出淵勝次外務次官，牧野伸顕内大臣，元老西園

寺公望の信頼の厚いインドシナ友好協会会長近衛文麿

などの重要人物と会談した結果，日本政府は交渉の実

質的先導役となる大使館書記官松嶋鹿夫［1888-1968］

をフランスに派遣することを決定した。それにもかか

わらず，交渉は遅々として進展しなかった。Cf.

MAE,Japon,vol.80,Depeche（no.108）de Claudel
 

a Briand du 22mai1926.

MAE, Japon, vol. 59, Depeche（no.135）de
 

Claudel a Herriot du 29octobre1924；Garbagnati

［54］pp.300-303.（奈良訳298-302頁。）

実際，日仏貿易の振興を目的とする商社として，

1925年１月18日に日仏通商会社（Societe de com-

merce franco-japonaise）――三井の後援の下に――

が設立され，元逓信相の藤村義郎［1870-1933］が会
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長に就任した。MAE,Japon,vol.51,Depeche（no.

143）de Claudel a Herriot du 5 novembre 1924；

Garbagnati［54］pp.304-306.（奈 良 訳 303-305

頁）；MAE, Japon, vol. 80,Telegrammes（nos.

143,146）de Claudel au Quai d’Orsay des 11et 16

decembre1924；MAE,Japon,vol.80,Telegramme

（no.8）de Claudel au Quai d’Orsay du 19 janvier

1925.

クローデルの対日政策は，仏独協調を骨子とするベ

ルトロの対外基本政策を前提として策定されたと思わ

れる。

濱口［26］；Hamaguchi［55］pp.24-27.

日仏協会は，日仏文化交流を促進する目的で1909

年に設立された。一方，インドシナ友好協会は，三井，

三菱，日本郵船会社，台湾銀行などの有力企業代表を

糾合して，22年に貴族院議員・フランス学士院通信

会員黒田清輝［1866-1924］によって設立された。

MAE, Japon, vol. 61, Depeche（no.59）de
 

Claudel a Herriot du 28avril 1924；MAE, Japon,

vol.59,Lettre privee de Claudel a Leger du 6mai

1924；Garbagnati［54］pp.258-262et 263-265.（奈

良訳244-249, 250-254頁。）；Chujo（reunie et an-

notee）［49］pp.179-215.また，クローデルは日仏会

館を，フランス語の普及やフランス人専門家の講演な

どを通して，フランスの影響力を拡大するための永続

的文化センターにするつもりであった。

MAE, Japon, vol. 60, Depeche（no.33）de
 

Claudel aBriand du14octobre1926；MAE,Japon,

vol.60,Depeche（no.2）de Claudel a Briand du10

janvier 1927；Garbagnati,［54］pp.382-384et 392-

399.（奈良訳406-409, 422-431頁。）；Chujo［48］

pp.23-24.

尚，1929年に篤志家・薩摩治郎八［1901-1976，二

代 目 薩 摩 治 兵 衛 の 息 子，薩 摩 男 爵（baro n
 

Satuma）］の寄付によってパリの国際大学都市に建

設された日本館（Maison du Japon）［日本人留学生

宿泊施設］も，クローデルの日仏会館に着想を得たも

のであった。MAE,Japon,vol.60,Depeche（no.31）

de Claudel a Briand du １ octobre1926.

Kurimura［57］pp.27-31；大 出［５］；三浦編

［33］。
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